
公益財団法人　山梨県環境整備事業団
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一般廃棄物最終処分場
運営・維持管理業務受
託事業

平成 ３０

廃棄物最終処分場運営
事業

一般廃棄物最終処分場
整備事業

年度
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設 立
目 的
経 緯
概況等

山梨県では、平成５年９月に「公共関与による産業廃棄物最終処分場の整備方針」を策定し、一般廃棄物及
び産業廃棄物の最終処分場の整備を推進することとした。（財）山梨県環境整備事業団は、公共関与による
廃棄物処理事業の円滑な実施を図るため、最終処分場の整備及び事業運営の主体として、県、市町村及び
民間事業者の出捐により設立された。なお、平成２５年７月１日から、公益財団法人に移行したところである。
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【 法 人 の 概 要 】

代 表 者 名 所管部（局 ）課 森林環境部　環境整備課

所 在 地 北杜市明野町浅尾字浅尾原5259-644 電 話 番 号 0551-25-1055

理事長 長崎　幸太郎

法人名

主
な
出
資
者
等

出資順位
1

4
3

6

ホームページＵＲＬ http://www.yksj.or.jp

資本金（基本財産） 千円

5

8
7

団体（者）

山梨県経営者協会
県内市町村

出資者名等
山梨県
山梨県立地企業連絡協議会
（一社）山梨県建設産業団体連合会
（一社）山梨県機械電子工業会

2

E-mail ア ド レ ス

令和元年度平成３０年度平成２９年度

92,728 92,317

30,000

事業費（単位：千円）
内容

公共関与による廃棄物最終処分場の運営を行う。

主な事業名

※常勤役員は１名のため個人情報保護の観点から非公表

1,840,905

33,425

122,917

161,903

設 立 年 月 日 平成６年１１月１日

（一社）山梨県産業廃棄物協会

公共関与による一般廃棄物最終処分場の整備を行う。

公共関与による一般廃棄物最終処分場の運営・維持管
理を行う。

1,602,828

30,000
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年度 令和 元



【経営の状況】 （単位：千円）
平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 増減

285 285 285 0
0 0 0 0

1,608,094 1,880,006 169,536 △ 1,710,470
0 0 0 0

31,541 74,997 104,870 29,873
66,627 22,739 25,427 2,688

1,706,547 1,978,027 300,118 △ 1,677,909
事業費 1,695,557 1,966,647 284,820 △ 1,681,827

うち人件費 18,547 22,892 12,040 △ 10,852
管理費 10,990 11,380 15,298 3,918

うち人件費 9,754 10,170 10,909 739
経常支出　計　 1,706,547 1,978,027 300,118 △ 1,677,909

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

△ 12,538 △ 12,539 △ 12,538 1
177,057 164,518 151,980 △ 12,538

（単位：千円）
平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 増減

3,866,705 152,229 163,799 11,570
515,020 479,861 444,702 △ 35,159

4,381,725 632,090 608,501 △ 23,589
4,169,569 437,472 431,422 △ 6,050

386,662 288,661 264,800 △ 23,861
35,099 30,099 25,099 △ 5,000

0 0 0 0
4,204,668 467,571 456,521 △ 11,050

177,057 164,519 151,980 △ 12,539
うち基本財産への充当額 30,000 30,000 30,000 0
うち特定資産への充当額 149,095 136,557 124,018 △ 12,539

（単位：千円）
平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 増減

0 0 0 0
人件費補助金 0 0 0 0
人件費以外の補助金 27,127 70,408 100,444 30,036

27,127 70,408 100,444 30,036
4,414 4,589 4,426 △ 163

31,541 74,997 104,870 29,873
人件費委託金 0 0 0 0
人件費以外の委託金 0 0 0 0

委託金　計 0 0 0 0
31,541 74,997 104,870 29,873

1.8 3.8 34.9 31.1
0 0 0 0

384,661 288,661 264,800 △ 23,861

内容・目的・金額

該当無し
（公財）山梨県環境整備事業団が事業主体となって実施した廃棄物最終処分場の整備・運営事
業等により生じた損失額に対して、その補填に要する経費の一部を予算の範囲内で補助するこ
とにより、事業団の財政基盤の安定を図ることを目的とする。（公益目的事業会計：92,811千円、
法人会計7,633千円）

（公財）山梨県環境整備事業団が、公共関与による廃棄物最終処分場の安全性の確保及び適
切な運営管理のために実施する環境モニタリング等に要する経費について、予算の範囲内にお
いて補助する。(4,426千円)
該当なし委託金

県債務負担
実際残高

銀行その他金融機関が（公財）山梨県環境整備事業団に貸付けた事業資金について損失を受
けた場合、その損失を補償する。(264,800千円)
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項　　　　　目
負担金

運営費補助金
事業費補助金

補助金　計

県支出金　計
県の財政的関与の割合（％）
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項　　　　　目
流動資産
固定資産

県債務負担実際残高

資産　計

うち長期借入金

経常外支出
当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
当期指定正味財産増減額
正味財産期末残高

【県の財政的関与の状況（令和元年度）】

負債　計
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項　　　　　目
基本財産等運用益
受取会費・受取寄付金
受託事業収益
自主事業収益
受取補助金等
その他の収益

経常収入　計

当期経常増減額

流動負債
うち短期借入金

固定負債



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 3 10 10 100.0%

計 画 性 3 9 9 100.0%

組織運営の
適 正 性 3 9 9 100.0%

財 務 状 況 7 44 30 68.2%

効 率 性 5 18 12 66.7%

21 90 70 77.8%

正味財産増減

流動比率 1

借入金依存率

債務超過

県の将来負担見込 1

回収不能債権

県の債務処理補助等 1

公益認定基準抵触

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目的適合性

計 画 性

組織運営の
適 正 性

財 務 状 況

効 率 性

総合的評価

対応策

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目的と
適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に事業
運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に整
備、運用され、かつ情報公開による透明性の確保
が適切であるかを問う視点

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視点

出資法人の組織の管理運営上における人的・物的
な経営資源が有効活用されているかを問う視点

【警戒指標数】

目標達成度

適正に事業を執行しつつも、改革プランに基づき管理費の圧縮努力を引き続き行い、事業損失を最小
限度に抑えていく。

合　　計

・環境整備センターについては廃止に向けて、安全性に十分配慮しながら維持管理が行われている。
・一般廃棄物最終処分場については平成30年度に施設が完成し、廃棄物の受入を開始した。
・コスト削減を図るとともに、事業損失の補てんを目的とした、県からの経営支援補助金より、財務状況
の改善に取り組んでいる。

・平成26年2月に県が策定した「公益財団法人山梨県環境整備事業団(第二次)改革プラン」に基づき、
計画的な事業運営に取り組んできた。なお、平成29年度以降は、平成29年3月に策定された第三次改
革プランに基づき、引き続き計画的な事業運営に取り組んでおり、令和3年度から令和6年度の期間は
第四次改革プランに基づく計画的な事業運営を行っていく予定。

・平成24年12月に、漏水検知システムが再び異常を検知したことから、廃棄物の搬入を停止し、漏水
検知システム異常検知調査委員会の調査結果を踏まえ、処分場を閉鎖することとなった。
・現在は汚水処理や環境モニタリングなどの維持管理を適切に行っている。
・一般廃棄物最終処分場事業については、安全性と信頼性が確保できる処分場の整備・運営を通じ
て、県内の環境保全に貢献するため、一般廃棄物の埋立処理業務等を行っている。

・内部管理体制は適切に運営されている。
・財務情報以外の情報もＨＰで公開しており、透明性の確保に努めている。

・環境整備センターの操業開始以降、償却資産の償却が始まるとともに、料金収入を計画どおり確保
できなかったことから、平成21年度、平成22年度は2期連続で赤字決算となった。
・平成23年度以降は、実質的には赤字決算となっているが、県から事業損失を補てんするための補助
金の交付を受けることで財務状況は改善されている。
・引き続き、コスト削減を図り、財務状況の改善に努めていく。

・事業費と管理費の効率的な執行に努めるとともに、計画的に施設の維持管理に取り組んでいる。
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

財務状況

効率性

総合的評価

【総合評価】：（経営評価委員会、経営検討委員会による総合評価）
A 得点率８０％以上かつ警戒指標なし

B 得点率７０％以上８０％未満または警戒指標が１

％ C 得点率６０％以上７０％未満または警戒指標が２

D 得点率６０％未満または警戒指標が３以上

【総合所見等に対する今後の対応方針】

引き続き、環境整備センターの適切な維持管理や一般廃棄物最終処分場の運営・維持管理
業務を行うとともに、廃棄物処理に関する調査研究等を行い、県民の生活環境の保全に貢献
していく必要がある。
また、第三次改革プランに基づく経営改善の取り組みを進め、経費の節減に努めていく必要
がある。
なお、令和２年度が第三次改革プランの最終年度であり、令和３年度から令和６年度の期間
は第四次改革プランに基づく計画的な事業運営が予定されている。

・環境整備事業団は、今後も、環境整備センターの適切な維持管理や一般廃棄物最終処分場の運営、廃棄
物処理に関する調査研究や普及啓発等、設立目的に沿った業務を行っていく。
・令和２年度に策定される第四次改革プラン（令和３年度～令和６年度）に基づき、汚水処理等の維持管理コ
ストの縮減等を図りながら、経営改善の取り組みを進めていくことにより、赤字額の縮減に向け最大限努力し
ていく。

産業廃棄物最終処分場（環境整備センター）においては、平成２１年５月に操業を開始した
が、漏水検知システムの異常検知により平成２５年１２月に閉鎖を余儀なくされることとなっ
た。今後は水質等が基準に至るまで施設の維持管理を適正に行っていく必要がある。一方、
一般廃棄物最終処分場においては、市町村総合事務組合から建設等の委託を受け、平成３
０年１１月に完成、同年１２月より廃棄物の受入を開始しており、設置目的に適合した業務が
行われている。

平成２９年度末までに発生した約４５億円の事業損失を経営支援補助金により補てんしたとこ
ろであるが、今後も約９億円の事業損失の発生が見込まれることから、平成２９年３月に策定
した第三次改革プランを着実に実施し、運営費等の縮減に向けて取り組んでおり、令和３年度
から令和６年度の期間は第四次改革プランに基づく計画的な事業運営が予定されている。

内部管理体制は適切に整備されている。また、情報公開による透明性の確保に努めている。
引き続き、組織運営が適正に行われるよう取り組んでいく必要がある。

環境整備センターの運営により生じた事業損失を県が補てんしているため、財務基盤は安定
している。

環境整備センターの維持管理については、安全性に配慮しつつ、できる限りコスト縮減を図り
効率的な運営を行う必要がある。また、一般廃棄物最終処分場の運営・維持管理業務受託事
業については、業務仕様書に基づき適正かつ効率的に業務を遂行するとともに、中・長期的
な視点からコスト縮減を行う必要がある。

警 戒 指 標 数

得 点 率 77.8
3

D

・閉鎖された環境整備センターにおいて、汚水処理等の維持管理を行うに当たり、県から損失
補償や経営支援補助金の交付等を受けていることから、警戒指標３項目に該当し、Ｄ評価と
なっている。
・一般廃棄物最終処分場の完成に伴い、工事に係る委託料収入及び工事請負費を収支に計
上しなくなったことから、財務規模が大幅に縮小し、相対的に人件費比率及び管理費比率が
上昇した。一方で、県派遣職員を減員するなど要員の見直しを行っており、人件費の削減が
図られている。
・今後も引き続き、一般廃棄物最終処分場の維持管理に係る受託業務を適切に実施するとと
もに、環境整備センターにおける汚水処理等の維持管理コストの縮減を図りながら、改革プラ
ンに基づく県の財政支援のもと、経営改善に取り組んでいく必要がある。

総合的所見

総合評価
ラ　ン　ク




